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1．	はじめに

日本の鋼構造技術は材料も含めて欧米からの導入により
始まったが，国産鋼材の本格的生産体制が整った 1901年
の官営八幡製鐵所の設立は，その自立的な発展の礎を固め
る大きな契機となった。1960年代以降には，日本の高度経
済成長も相まって，日本の鋼構造技術は構造のみならず鉄
鋼材料も含めて飛躍的な発展を遂げた 1, 2)。この発展を導
いた要因には産学官総力を挙げた当時の精力的な活動が
あったのは言うまでもないが，実のところ，製鉄所の建設
やそのフィールドを活用した鉄鋼メーカーの技術者による
技術開発への果敢な挑戦があった。
製鉄所は多様な技術，設備の集積であり，鉄鋼材料を効
率的，合理的に製造する拠点としてのみならず，社会イン
フラの縮図としての環境も併せ持つ。鉄鋼メーカーの設備
技術者は，製鉄設備の建設で常にクリティカルパスとなる
土木建築設備の短工期化や低コスト化，さらにはライフサ
イクルコストの低減に向けて，最新の技術を取り入れなが
ら独自の技術開発を進めて来た。また一方では，製鉄所の
フィールドを大いに活用して，マーケットでのより広い利
用を目指しながら，自らが生産，供給する鉄鋼製品の合理

的な利用技術の開発も同時に行ってきたのである。
これらの製鉄所における様々な活動の成果は，日本の社
会インフラ整備を支える技術として広く活用され，また世
界最先端を走る日本の鋼構造技術の発展の原動力となった。
このような活動の中では，研究で得られたシーズを実地に
現場で確認する実証開発，また現場での生のニーズ，課題
を抽出し，それを直接解決するニーズオリエンテッドな開発
が同時並行的に展開されており，日本の特徴的な技術開発
活動の一つと見ることができる。本報告では，製鉄所の
フィールドを活用した鋼構造技術の開発の歴史を，いくつ
かの例を示しながら紹介すると共に，今後の期待を述べる。

2．	鋼構造の発展と鉄鋼業

災害多発地域である日本の経済成長を実現できた要因の
一つに橋梁や建築などの社会インフラの整備があることは
言を俟たない。1960年代から国の重要施策である複数の国
土総合計画が立案，実行された。大地震を含む様々な災害，
事故にも見舞われたが，その教訓を踏まえつつ法令や設計
基準が見直されて来た。これにタイムリーに呼応して社会
インフラの整備を支えたのが鋼構造であり，鉄鋼材料であ
る。
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表１は 1960年代以降の社会動向と主だった出来事，建
設関連の規基準の変化，さらにそれを受けて開発された主
たる建設材料ならびに技術を並べて示したものである 3)。
世の中の変化に合わせて多様な鋼構造関連の商品，技術が
開発されて来たことが概観できる。代表的な開発事例とし
ては，1960年から 1970年代の騒音規制法や振動規制法が
鋼管杭の工法を低騒音・低振動化し，様々な工法がマー
ケットに出現したケースや，頻発する地震被害を受けた
1980年代の建築耐震設計法の変化が多様な鋼材や構造要
素・部品の創出を促したケースなどがある。
このような規制や設計法の変化は，一般の建設市場のみ
ならず製鉄設備も例外なく対象となる。このため，鉄鋼メー
カーの中では設備建設と商品開発の両面で精力的な技術的
工夫や開発努力が行われて来た。結果として製鉄所は単に
材料を製造，提供するという機能のみならず，鉄鋼材料の
より広い普及を促すための利用技術の開発とその実証目的
での実機適用の場としての役割も併せ持つことになった。

製鉄所の設備技術と日本の社会インフラを支えてきた鋼構
造技術には密接な関連性があったと言える。

3．	鋼構造黎明期における開発（1910年前後）

日本における鉄鋼材料を用いた最初のインフラは，今か
ら約 150年前に遡るくろがね橋（練鉄製）である。世界か
ら約 100年遅れのスタートとなった。くろがね橋をはじめ
にその後いくつかの橋梁や建築物が建設されたが，そこで
使われた材料や設計技術の殆どは欧米からの輸入に依存し
ていたのが実態であった。
日本における鋼構造の自立的成長は，前述したように，
官営八幡製鐵所の設置以降であり，とりわけ八幡製鐵所の
若きエンジニアであった景山齊氏（後の日本製鉄（株）八幡
製鐵所長）による 1909年の工場建築（ロール旋削工場，図
１）の設計，建設が契機と言われている 4)。開田によれば 4)，
このロール旋削工場は，国産材料を使い，日本人エンジニ
アにより構造計画・設計が行われた初めての大規模鋼構造

図１　官営八幡製鐵所ロール旋削工場 4)（a）ロール旋削工場（1976年撮影），（b）側面図
Roll	turning	lathe	factory	in	the	Imperial	Yawata	Steel	Works
(a)	Roll	turning	lathe	factory	(taken	in	1976),	(b)	Side	view

表１　社会動向と建設関連の規基準の変化，ならびに建設材料・技術の推移
Timeline	of	various	events,	changes	of	codes	and	standards,	and	major	steel	materials	and	products
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物であった。
その後鋼構造は，製鉄所内の工場建築や軍用施設の建
築物などに適用され，現在に至る成長の基盤を構築したと
言える。開田が述べているように 4)，欧米の技術を参考に
しつつ，当時最先端の技術を持つ大学に教えを請いながら，
日本人エンジニア自らの力で大規模な鋼構造の工場建屋を
建設して来たのである。鋼構造黎明期を支えたのは，この
ような大いなるリスクを負った設備技術者による製鉄設備
での技術的挑戦に他ならない。鋼構造の発展は，その歴史
の開始点から製鉄所フィールドでの活用が原動力となっ
た。

4．	H形鋼の製造に伴う利用技術開発（1960年代）

本格的な鉄鋼材料ならびに鋼構造技術の発展は，日本が
高度成長期を迎える 1960年代以降となったが，その時期
には圧延 H形鋼や軽量形鋼，高強度な異形鉄筋などが開
発，生産され，旺盛な建設需要を支えた。とりわけ鋼構造
の発展に大きな貢献を果たしたのは圧延 H形鋼である。H
形鋼は 1959年に製造，販売が開始され，設計・接合技術
が整備されたこともあり，建築物を中心に広く活用される
ようになった。

1960年代は，急速な経済発展も相まって，建築物の生産
性向上に対するニーズが急速に高まった時期でもあった。
このような状況に応えるべく，当時の八幡製鐵が H形鋼を
基本部材とした新たな構法 “MONO-H構法 ”を提案し，開
発した 5)。この構法は，柱と梁を H形鋼で構成すること，
弱軸，強軸を持つ H形鋼柱を架構の中で最適配置して外
力に合理的に抵抗する機能をもたせること，接合部を高力
ボルトで簡易に構成することなどの特徴を備えたシステム
であった（図２（a））。
このMONO-H構法は 1950年代に発案され，1965年前
後に複数の製鉄所の社宅や社内研究棟などへの適用を通じ
て，その実用化が加速された（図２（b））6)。開発や実適用
においての設備技術者の貢献は必ずしも明確ではないが，
製鉄所とそれに関連する施設やフィールドを活用した建材

の利用技術開発が精力的に進められた代表例である。
MONO-H構法は溶接技術やボックス柱などの普及によ

りマーケットで広く採用されることは無かったが，その後
出現したシステム建築などを中心に鋼構造の発展に直接・
間接的な影響を与えたと考えられる。この構法は約 50年
前に提案された技術であるが，現在のニーズにも直接応え
ることのできる先見の明ある技術と言えよう。

5．	新たな合成構造，コンクリート充填鋼管構造の
開発（1980年代）

コンクリート充填鋼管（CFT）構造は，現在では高層・超
高層建築で極く一般的に使用されているが，歴史的に見る
と 1980年代に製鉄所の設備支持架構に逸早く適用され，
設計技術のみならず，充填コンクリートの調合（配合）設
計や圧入技術が研究された。CFT構造は鋼とコンクリート
を合理的に組み合わせた構造であるが（図３（a）），当時の
建築基準法で一般的に認可されていなかったこともあり，
その構造合理性にもかかわらず実用化には相当な時間を要
したのが実態であった。

1980年代は，強い省エネルギー要求の下に，特別な耐震
設計上の配慮が必要なるトップヘビーな荷重状態となる
コークス乾式消火（CDQ）設備が多く建設された時期で
あった。高剛性化，高強度化，高変形能化が求められたそ
の支持架構には，当時研究フェーズにあった CFT構造の
適用が最も合理的との評価が高まり（図３（b）），設備技術
者による研究開発がかなり早い時期に実施されることに
なった 7)。

CFT柱や柱梁接合部の構造性能に関する研究に加えて，
効率的な施工方法である柱下部からの圧入工法の研究，そ
の圧入工法に適したコンクリートの調合（配合）についての
研究が行われ，1985年から 1989年にかけて６基の CDQ
設備架構に実適用された 7)。このような研究は，その後の
建築市場における CFT構造の一般化に当たっての基礎と
なり，現在の高層建築における幅広い普及につながった。

図２　MONO-H構法と製鉄所社宅への適用例 5,	6)（a）MONO-H構法ディテール，（b）花田社宅９号棟
MONO-H	structural	system	and	its	application	to	family	housing	for	steel	making	company

(a)	Detail	of	MONO-H	structural	system,	(b)	No.	9	Hanada	family	housing	for	steel	making	company
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6．	新たな基礎工法，鋼製地中連続壁の開発（1980
年代）

1980年代は，製鉄設備や建設物の大規模化，地下空間
の有効利用ニーズの拡大などに伴って，地中に信頼性の高
い壁体を構築する構造，工法のニーズが高まった時期でも
あった。鉄筋コンクリート製の地中連続壁は従来から存在
したが，品質信頼性の問題からその殆どは仮設利用に留
まっていた。壁体の鋼製化を通じて高品質化，薄壁化，短
工期化を図り，地中壁の本設利用を広く促す狙いで着手さ
れたのが鋼製地中連続壁の開発である（図４（a））8)。
高品質を確保しつつ多様な条件に対応できるような鋼製

エレメントや複数の工法を考案し，鋼とコンクリートを合成
化した新構造や具体的な施工方法の開発を進めた。具体的
な施工方法としては，安定液で崩壊を防ぎながら地中に溝
を掘って大型の鋼製パネルを落としこむタイプ（図４（b））8, 9)

や比較的小型のパネルを中掘り圧入などの工法で施工する
タイプなどが提案され，開発された。本設利用ニーズが高
かった製鉄所では，開発された工法が複数の設備に実機に
適用され，新工法が有する低コスト化や短工期化などの経
済効果を，自らの設備建設で逸早く取り込む活動が活発に
展開された。
実用化された構造，工法は，その後鋼製連壁として，壁
厚や施工空間（高さ）に制約のある地下鉄などの現場を中
心にマーケットで適用された 10)。鋼製連壁とは別に，古く
から鋼矢板工法が土留め壁に用いられてきているが，近年
進んでいる鋼矢板の大断面化は鋼製連壁の影響を受けたと
も見ることができる。鋼製連壁は地中壁の信頼性向上や大
断面化を促す契機にもなった。

図３　CFT構造とその特性 7)（a）CFT構造の概要，（b）CDQ設備を対象とした鉄骨造との比較
CFT	structure	and	its	features

(a)	Outline	of	CFT	structure,	(b)	Comparison	with	steel	frames	for	CDQ	equipment

図４　鋼製連続地中壁の概要と実施例 8)（a）鋼製地中連続壁の概要，（b）大型鋼製パネルの建てこみ
Outline	of	continuous	steel	underground	wall	and	its	application	example

(a)	Outline	of	continuous	steel	underground	wall,	(b)	Installation	of	large	scale	steel	panel
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7．	省力化ニーズに対応した建築構造ならびに基礎
構造の開発（1990年代以降）

1990年前後の急速な経済成長に伴って，建設分野の短
工期化や省力化が強く求められるようになった。特に製鉄
所では，省エネルギー設備の投資が活発に行われた時期で
あり，その設備の性格上，より早い設備の立ち上げが要求
された。このような建設市場と社内設備投資上のニーズか
ら，建築構造と基礎構造に関する省力化技術の開発がス
タートした。代表的な技術として，建築構造におけるボル
ト接合システムと基礎構造における一柱一杭構造がある。
一般的な建築構造は柱と梁を溶接で接合した形式である

が，このタイプの構造では，高度な技能を持つ溶接工の確
保と共に溶接品質を管理する検査手間が課題となった。こ
のために考えられたのがオールボルト接合システム 11)であ
り，建設現場での接合を全て高力ボルトで行い，短工期化
と品質管理の容易化，高度技能工の不要化を図ろうとする
ものである。柱が閉鎖型の断面となるボックス材の場合，
通常の手順ではボルト接合が困難となるため，高強度なワ

ンサイドボルトも開発された。開発されたシステムは，ま
ず製鉄所の設備に適用され（図５），その後，一般マーケッ
トでの普及を目指した。
設計法の公的評価を取得したものの，1990年代の経済
停滞の影響により省力化ニーズが弱まり，結果としてボル
ト接合システムのマーケット普及は実現しなかった。しか
しながら，このシステムの開発は超高強度ボルト（SHTB）
といった斬新なボルトの開発を促すことにつながった。最
近，省力化，多能工化，短工期化といったニーズが急速に
高まっているため，今後本システムの価値が改めて見直さ
れていくものと考えられる。
一方基礎構造に関しては，通常の基礎は柱を一旦鉄筋コ

ンクリートの基礎で受け，その基礎を多数の杭で支える形
式が一般であるが，特に鉄筋コンクリートの基礎や基礎と
基礎をつなぐ基礎梁（地中梁）の工事が工期短縮の阻害要
因となった。このため，1980年代後半より，一本の柱と一
本の大径の鋼管杭をダイレクトに差し込み形式でつなぐ基
礎構造が発案され，構造ならびに施工方法の開発が行われ
た（図６）12)。特に鋼管杭に柱を直接差し込んで，コンクリー

図５　オールボルト接合システムの概要と適用例（a）オールボルト接合システムの概要，（b）適用例（製鉄設備）11)
Outline	and	application	example	of	all-bolted	frame	system

(a)	Outline	of	all-bolted	frame	system,	(b)	Application	example	to	steel	making	plant

図６　一柱一杭工法と在来工法の比較 12)（a）一柱一杭工法と在来工法の構造比較，（b）コスト比較例
Comparison	between	developed	one-pile/one-column	foundation	and	conventional	foundation	systems

(a)	Comparison	of	structural	detail,	(b)	Comparison	example	of	cost
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トを介して強固に接合するためのディテールに工夫が重ね
られた 13)。ボルト接合システムと同様に，製鉄所の設備に
実機に適用され（製鉄所では 400か所以上の杭に適用），
短工期化や省力化メリットを享受すると共に，一般マーケッ
トへの普及を目指して公的認証の取得も進められた。この
一柱一杭接合は，サットインパイルと呼ばれ，省力化ニー
ズの強い豪州の資源プラントのプロジェクトでも採用され
ている。製鉄所で開発された技術がグルーバルに活用され
るという価値ある実績を残した。

8．	設備老朽化に伴う鋼構造の健全性評価技術の
開発（2000年代以降）

社会の成熟とともに，橋梁等インフラの老朽化は大きな
技術課題となっており，今後は益々その対応技術開発の重
要性は増すものと想定される。臨海地に位置し，また歴史
的にも古い製鉄所の設備もその例外ではなく，屋外設備の
代表であるベルトコンベア架構では腐食に伴う構造劣化の
問題が発生している。
このような背景の下，トラス構造であるベルトコンベア
架構を対象に，部材の腐食状況を考慮した構造物の残存耐
力の評価技術や構造物の高次振動性状に基づいた部材の
劣化度評価などの研究が精力的に実施された（図７）14, 15)。
これらの研究を通じて，部材の残存強度は部材の最小断面
積で概ね評価できること 14)や部材の高次振動モードから部
材の腐食レベルが評価できる 15)と言った貴重な知見を得
た。研究の過程では，製鉄所の腐食した架構から直接切り
出した部材を利用したり，供用中の架構を直接活用して振
動性状を調査するなど，製鉄所のフィールドを最大限に活
用した取り組みが進められた。
研究は現在も継続中であるが，社会の成熟度が増すにつ

れて重要性が高まる維持管理技術について，合理的な損傷
ならびに寿命評価技術を提供するものとして期待される。

なお，製鉄所などの産業インフラは社会インフラと共通点
が多いこともあり，製鉄所のフィールドはサステナブルな
社会を実現するための貴重な研究開発の場を提供し続ける
ことが可能である。

9．	まとめと今後の期待

日本の鋼構造の進化を支えて来た駆動力の一つとして，
製鉄所のフィールドを活用した技術開発の例について複数
の事例を紹介した。社会インフラを支える構造，材料，施
工技術の開発には，実際のフィールドでの適用が不可欠で
ある。過去の鋼構造技術発展の歴史を俯瞰すると，製鉄所
というフィールドを大いに活用し，時にリスクを負いなが
ら新技術に挑戦して来た製鉄技術者の貢献があった。その
ような挑戦は，官営八幡製鐵所設立直後から続くDNAと
も見ることができる。環境変化などにより，開発した技術
の中には期待した普及を果たせなかったケースもあったが，
開発技術の特徴を改めて振り返ると，現在の市場ニーズに
マッチングするものが多く存在した。
製鉄所のフィールドは社会インフラの縮図とも言え，製
鉄所での課題はそのまま社外インフラでの課題に連なって
おり，その逆もまた真である。インフラを取り巻く課題は，
新設から維持管理へ，初期コストからライフサイクルコス
トへというように益々複雑化してきている。このような環
境の変化に柔軟に対応できる新たな技術を提案，開発し，
製鉄所のフィールドでの実機適用を通じて自らがその利益
を享受しつつ，併せて社会にタイムリーに提供し続けるこ
とが重要である。本論文で示された歴史と伝統を引き継ぎ
ながら，鋼構造を基本とした革新技術を開発していくのが
鉄鋼メーカーの土木建築技術者の重要な使命であり，この
ような活動を通じて社会の持続的成長に向けて貢献して行
くことが重要である。

図７　腐食部材の耐力評価とトラス構造の損傷評価例（a）腐食部材の座屈試験状況 14)，（b）高次振動モードに基づく損傷評価例
Strength	evaluation	of	corroded	member	and	damage	evaluation	of	truss	system

(a)	Column	buckling	test	of	corroded	member,	(b)	Damage	evaluation	based	on	high	frequency	vibration	mode
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